
本経営体の経営者は、沖縄県内では伊江島で初めて栽培されたとされる伝統野
菜のとうがんを後世に残していきたいとの思いから、父親の後を継いで平成24年に
就農している。水分を多く含むとうがんは定植から収穫までかんがい用水を多く使
うことから、効率的なかん水が行える農地が求められる。本経営体は、団体営事業
により平成22年に畑地かんがい施設が整備されたほ場を平成29年に借りて、その後
徐々に生産面積を拡大している。また、自己資金により施設（ハウス）の面積も徐
々に拡大しつつ、露地とハウスで異なる品種を生産することにより、収穫期間の長
期化（４ヶ月➝約半年）を実現しており、経営の安定化にも繋げている。

畑地かんがいによる沖縄伝統野菜「とうがん」の生産

取組の経緯と経営転換のポイント等

営農改善のポイント

経営体の概要 現 在（令和元年）
基幹作物：(露地)さとうきび 0.2ha

(露地)とうがん 1.2ha
(施設)とうがん 0.1ha

経営面積：1.5ha
(うち畑かん整備済0.8ha)

経営開始当初（平成24年）
基幹作物：(露地)さとうきび 0.19ha

(露地)とうがん 0.36ha
経営面積：0.55ha

(うち畑かん未整備0.55ha)

野菜／とうがん／栽培技術の確立・向上

①栽培技術の確立・向上

伊江島で古くから栽培されている在来品
種は露地で生産しており、ほ場周りにソル
ゴーを植えたり、パイプネットを張り巡ら
せたりする等の防風対策を行うことで、玉
の肥大や果皮の傷・擦れ発生の防止に努め
ている。

（令和元年調査時点）

＜局問い合わせ先＞
沖縄総合事務局
農村振興課 広域調査係
電話：098-866-1652

（内線：83342）

事業概要
事 業 種：国営かんがい排水事業
関係市町：伊江村
受益面積：668ha
事業期間：平成16年度～29年度
事業目的：畑地かんがい、用水改良
主要工事：地上ダム １箇所

ファームポンド ２箇所
揚水機場 ２箇所
用水路延長 9.0km
中央管理所 一 式

位置図 （沖縄県）

伊江地区

②単収・品質の向上

畑地かんがい施設が整備されたほ場では、
点滴チューブからのかん水や防風対策等に
より、単収が１t/10aから３t/10aに増加す
るとともに、品質もＡ品の割合が50％から
70％へと向上している。

畑地かんがいが
整備されたほ場

（パイプネットに
よる防風対策）

肥大したとうがんの
栽培状況
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	　本経営体の経営者は、16年前に就農してこれまで一貫して輪ギクの生産に取り組んでいる。当初、所有するほ場は、畑地かんがい施設が未整備であったため、苗を定植した後のかん水作業にかなりの時間を要していたが、県営事業により平成８年に畑地かんがい施設が整備されたほ場を平成28年に借り、補助事業等による平張りハウスの整備と併せて自動かん水装置の導入を行ったことで、自動制御による適時適切なかん水が可能となり、かん水作業の省力化と輪ギクの単収・品質の向上につながっている。
	　本経営体の経営者は、沖縄県内では伊江島で初めて栽培されたとされる伝統野菜のとうがんを後世に残していきたいとの思いから、父親の後を継いで平成24年に就農している。水分を多く含むとうがんは定植から収穫までかんがい用水を多く使うことから、効率的なかん水が行える農地が求められる。本経営体は、団体営事業により平成22年に畑地かんがい施設が整備されたほ場を平成29年に借りて、その後徐々に生産面積を拡大している。また、自己資金により施設（ハウス）の面積も徐々に拡大しつつ、露地とハウスで異なる品種を生産することにより、収穫期間の長期化（４ヶ月➝約半年）を実現しており、経営の安定化にも繋げている。
	　本経営体の経営者は、沖縄本島の高校に在学していた頃、観光客が那覇市内で島らっきょうを大量に購入している光景を見て就農を決意し、その後帰島して平成25年に就農している。就農当初から現在まで、畑地かんがい施設が未整備のほ場で島らっきょうやアスパラガスの栽培に取り組んでいるが、農業用水は給水所からトラックで運搬し、ほ場近くに設置したタンクに貯めて利用するなど、用水確保に多大な労力を要している。�　令和５年には、関連事業による畑地かんがい施設の整備が完了する予定であり、その後は、かん水に係る作業の省力化及びハウス栽培の導入によって、島らっきょうの更なる経営規模の拡大等を目指すこととしている。
	　本経営体の経営者は、かんしょ（紅イモ）を生産していた父親から経営を引き継いで平成26年に就農している。主に加工用として生産し、島内にある紅イモ加工施設に全量を出荷しているが、近年、沖縄県を訪れる観光客が購入する御菓子等の原料となる紅イモの需要が急速に拡大してきたことを受け、周年生産及び安定供給を目指して、県営事業により平成８年に畑地かんがい施設が整備されたほ場を平成27年に借りることにより、干ばつの恐れのある夏場でも計画的なかん水を行うことで栽培が可能となり、経営規模も３倍まで拡大している。

